競争入札参加資格審査申請書
                                                                                                           　　　　　　令和　　年　　月　　日
　士 幌 町 長 　様
　士幌町が発注する　議会デジタル化対応　に関する競争入札に参加したいので、指定の書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。
                    　 
　なお、この申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
	申　　　　　請　　　　　者

	　　所　　在　　地

	郵便番号
	
	
	
	－
	
	
	
	
	

	
	
	

	
	

	　　ふりがな
　　商号又は名称

	

	　　ふりがな　
　　代　　表　　者

	
	      印


	　　電　話　番　号
	

	　　担当者氏名
	

	申
請
代
理
人

	　所　　在　　地

	郵便番号
	
	
	
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	　代　理　人　名

	
	      印


	
	　電　話　番　号
	

	会　　　　社　　　　概　　　　要

	　　　項　　　目
	内　　　　　　　容

	　　設立年月日
	    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年　　　月　　　日

	    資　　本　　金
	                      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

	    従　業　員　数
	                        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	自
己
資
本
額
	　　区　　　分
	直　前　決　算　時
	剰余（欠損）金処分
	決 算 後 増 減 額
	合　  　　　計

	
	　資　　本　　金
	                         千円
	
	                      千円
	                       千円

	
	　準備金・積立金
	                         千円
	                       千円
	                      千円
	                       千円

	
	  繰越（欠損）金
	                         千円
	                       千円
	
	                       千円

	
	        計
	                         千円
	                       千円
	                      千円
	                       千円

	　　納　税　状　況

	　道 税 納 入 額              　　    　  　             千円
  滞 納 の 有 無                  　　  　  　 有　・　無



　申出事項
    私は、競争入札参加資格申請に当たり次に該当しない者であることを申し出ます。
(1)   地方自治法施行令第167条の4第1項（地方自治法施行令第167条の11第1項において準用する場合を含む。）に規定する者
(2)   地方自治法施行令第167条の4第2項（地方自治法施行令第167条の11第1項において準用する場合を含む。）の規定により競争入札への参加を排除されている者
(3)　 各種税を滞納している者
(4)　次に掲げる社会保険等の届出の義務を履行していない者（当該届出の義務がない者を除く。）
   　 ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出
   　 イ  厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出
   　 ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出
社会保険等適用除外申出書
士幌町長　様
次の理由により、社会保険又は雇用保険の届出義務のないことを申し出ます。
また、申出の内容を確認するため、士幌町が他の官公署等に照会を行うことについて承諾します。
【社会保険】　□健康保険　　□厚生年金保険
１．従業員５人未満の個人事業所であるため。
２．従業員５人以上であっても、強制適用事業所となる業種でない個人事業所のため。
３．その他
	


　　注１　届出義務のない保険の種類をチェックし、該当する番号を◯で囲むこと。
２　その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載すること。
　（例）◯◯年金事務所に確認し、△△により適用除外となる。
【雇用保険】
１．役員のみの法人であるため。
２．その他
	


　　注１　該当する番号を◯で囲むこと。
２　その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載すること。
　（例）◯◯ハローワークに確認し、△△により適用除外となる。
　令和　　年　　月　　日
所在地　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　印　　
業 務 実 績 調 書
会 社 名　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　
	発　注　者
	発注者の

所 在 地
	業　務　名
	業　務　内　容
	契約額

（千円）
	着手年月
	完成年月
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記載要領
１　この表は、官公庁の業務実績が多い場合は官公庁のみを記載してもよい。

２　この表は、前年度の主な業務について記載すること。
３　この表には元請業務のみを記載し、下請業務は記載しないこと。
